
ほくよう
調査レポート

2023

7

No.322

●道内経済の動き

●トップに聞く㉓
株式会社北海道日本ハムファイターズ
代表取締役社長 小村 勝 氏

●寄稿
観光ガバナンスがなぜいま注目されるのか
～投資先・進出先・旅行先に選ばれる地域へ～

●アジアニュース
シンガポールのアウトバウンド動向及び
「旅行先としての日本」について

ほくよう調査レポート 2023.7月号（No.322）
令和5年（2023年）6月発行
発 行 株式会社 北洋銀行
企画・制作 株式会社 北海道二十一世紀総合研究所 調査部

電話（011）231- 8681

＜本誌は、情報の提供のみを目的としています。投資などの最終
判断は、ご自身でなされるようお願いいたします。＞

　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．３２２（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／表紙　コート／北洋銀行　４Ｃ  2023.06.20 10.26.58  Page 1 



● 目 次 ● 道内経済の動き………………………………………………１

道内企業訪問：トップに聞く㉓
株式会社北海道日本ハムファイターズ
代表取締役社長 小村 勝 氏…………６

寄稿：観光ガバナンスがなぜいま注目されるのか
～投資先・進出先・旅行先に選ばれる地域へ～…１２

アジアニュース：シンガポールのアウトバウンド動向及び
「旅行先としての日本」について……１９

主要経済指標…………………………………………………２６

ｏ．３２２（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０００　　　　　表２　目次  2023.06.20 10.43.00  Page 51 



道内景気は、一部に弱さがみられるものの、緩やかに回復している。生産活動は、弱い動

きとなっている。需要面では、住宅投資は、減少している。公共投資は、持ち直しの動きが

みられる。個人消費は、緩やかに増加している。設備投資は、持ち直しの動きがみられる。

輸出は、持ち直している。観光は、持ち直しが続いている。

雇用情勢は、有効求人倍率・新規求人数ともに前年を下回り、弱含んでいる。企業倒産

は、負債件数・総額ともに前年を下回った。消費者物価は、２２か月連続で前年を上回った。
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１．景気の現状判断DI～２か月連続で上昇

景気ウォッチャー調査
（季節調整値）

（資料：内閣府）
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２．鉱工業生産～３か月ぶりに低下

鉱工業生産・出荷・在庫指数
（季節調整済指数）

（資料：北海道経済産業局）

景気ウォッチャー調査による、５月の景気

の現状判断DI（北海道）は前月を０．５ポイン

ト上回る５３．３と２か月連続で上昇した。好不

況の分かれ目となる５０を４か月連続で上回っ

た。

景気の先行き判断DI（北海道）は、前月

を２．１ポイント下回る５３．９となった。

４月の鉱工業生産指数は８３．３（季節調整済

指数、前月比▲０．５％）と３か月ぶりに低下

した。前年比（原指数）では▲８．６％と１２か

月連続で低下した。

業種別では、電気機械工業、輸送機械工業

など５業種が前月比上昇となった。食料品工

業、パルプ・紙・紙加工品工業、鉄鋼業、一

般機械工業など１０業種が前月比低下となっ

た。

道内経済の動き

― １ ― ほくよう調査レポート ２０２３年７月号
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３．百貨店等販売額～１４か月連続で増加

百貨店等販売額（前年比）

（資料：北海道経済産業局）

軽乗用車小型車 前年比（右目盛）普通車
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４．乗用車新車登録台数～８か月連続で増加

乗用車新車登録台数

（資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会）

前年同月比（右目盛）移出その他乳製品向け牛乳等向け
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５．生乳生産量～８か月連続で減少

生乳生産量

（資料：農林水産省）

４月の百貨店・スーパー販売額（全店ベー

ス、前年比＋４．１％）は、１４か月連続で前年

を上回った。

百貨店（前年比＋６．４％）は、すべての品

目が前年を上回った。スーパー（同

＋３．７％）は、飲食料品、身の回り品、その

他が前年を上回った。

コンビニエンスストア（前年比＋５．３％）

は、１８か月連続で前年を上回った。

４月の乗用車新車登録台数は、１４，７６３台

（前年比＋２４．６％）と８か月連続で前年を上

回った。車種別では、普通車（同＋４９．１％）、

小型車（同＋１１．３％）、軽乗用車（同＋７．８％）

となった。

１～４月累計では、６１，５５８台（前年比

＋２３．８％）と前年を上回っている。内訳は普

通車（同＋４７．０％）、小型車（同＋９．０％）、

軽乗用車（同＋１０．９％）となった。

４月の生乳生産量は、３４８，８９４トン（前年

比▲４．１％）と８か月連続で前年を下回っ

た。内訳は、牛乳等向け（同▲５．９％）、乳製

品向け（同▲４．４％）、その他（同＋８．３％）、

道外への移出（同＋０．６％）となった。

１～４月累計では、１，３７１，４５８トン（前年

比▲４．９％）と前年を下回った。

道内経済の動き

― ２ ―ほくよう調査レポート ２０２３年７月号
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持家 貸家 給与 前年比（右目盛）分譲
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６．住宅投資～８か月連続で減少

住宅着工戸数

（資料：国土交通省）
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前年比（右目盛）

７．建築物着工床面積～３か月ぶりに増加

民間非居住用建築物（着工床面積）

（資料：国土交通省）
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８．公共投資～２か月連続で増加

公共工事請負金額

（資料：北海道建設業信用保証㈱ほか２社）

４月の住宅着工戸数は３，０９９戸（前年比

▲４．１％）と８か月連続で前年を下回った。

利用関係別では、持家（同▲１８．１％）、貸家

（同＋３０．７％）、給与（同＋１５．４％）、分譲

（同▲４８．３％）となった。

１～４月累計では、７，８４７戸（前年比

▲４．４％）と前年を下回った。利用関係別で

は、持家（同▲１１．６％）、貸家（同＋１２．２％）、

給与（同＋１６８．６％）、分譲（同▲３０．０％）と

なった。

４月の民間非居住用建築物着工床面積は、

２１７，４３２㎡（前年比＋５５．６％）と３か月ぶり

に前年を上回った。業種別では、製造業（同

＋１９．１％）、非製造業（同＋５８．５％）であっ

た。

１～４月累計では、４６５，０２２㎡（前年比

▲２．８％）と前年を下回った。業種別では、

製造業（同▲５３．６％）、非製造業（同＋４．１％）

となった。

５月の公共工事請負金額は１，６５７億円（前

年比＋１４．９％）と２か月連続で前年を上回っ

た。

発注者別では、国（前年比▲６．７％）、その

他（同▲６３．１％）が前年を下回ったが、独立

行政法人（同＋３３０．２％）、道（同＋２７．９％）、

市町村（同＋１２．６％）が前年を上回った。

１～５月累計では、５，４７７億円（前年比

＋１４．６％）と前年を上回った。

道内経済の動き

― ３ ― ほくよう調査レポート ２０２３年７月号
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航空機 ＪＲ フェリー 前年比（右目盛）
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９．来道者数～２０１９年同月比９０．４％まで回復

来道者数

（資料：�北海道観光振興機構）
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１０．外国人入国者数～２０１９年同月比４６．０％まで回復

外国人入国者数

（資料：法務省入国管理局）

輸出 輸入 輸出（前年比、右目盛） 輸入（同、同）
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１１．貿易動向～輸出が３か月ぶりに増加

貿易動向

（資料：函館税関）

４月の国内輸送機関利用による来道者数

は、９３７千人（前年比＋４４．７％）と１８か月連

続で前年を上回った。輸送機関別では、航空

機（同＋４３．８％）、JR（同＋１４４．２％）、フェ

リー（同＋１２．３％）となった。

１～４月累計では、３，７２６千人（同

＋６８．４％）と前年を上回った。

４月の道内空港・港湾への外国人入国者数

は、５８，３９７人（前年比全増）と１０か月連続で

前年を上回った。コロナ禍前の２０１９年同月比

では▲５４．０％となった。

１～４月累計は、３８２，８６５人（前年比全

増）と前年を上回っているが、２０１９年同期比

では▲４４．７％と下回っている。

４月の貿易額は、輸出が３４１億円（前年比

＋３．８％）、輸入が１，３２３億円（同▲１４．１％）

となった。

輸出は、石油製品、自動車の部分品、自動

車などが増加した。

輸入は、金属製品、電気機器などが増加し

たが、原油・粗油、魚介類・同調製品、天然

ガス・製造ガスなどが減少した。

１～４月累計の輸出は、１，１１０億円（前年

比▲４．５％）と前年を下回った。

道内経済の動き

― ４ ―ほくよう調査レポート ２０２３年７月号
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有効求人倍率 新規求人数（右目盛）
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１２．雇用情勢～有効求人倍率が１９か月ぶりに１倍を下回る

有効求人倍率（常用）、新規求人数（前年比）

（資料：北海道労働局）
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１３．倒産動向～倒産件数が６か月ぶりに前年を下回る

企業倒産（負債総額１千万円以上）

（資料：㈱東京商工リサーチ）
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１４．消費者物価指数～２２か月連続で前年を上回る

消費者物価指数

（資料：総務省、北海道）

４月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は、０．９７倍（前年比▲０．０３ポイント）と前年

を下回った。

新規求人数は、前年比▲１２．０％と２か月連

続で前年を下回った。業種別では、サービス

業（同▲１９．７％）、建設業（同▲１６．４％）、医

療・福祉（同▲６．２％）などが前年を下回っ

た。

５月の企業倒産件数は、２０件（前年比

▲９．１％）と６か月ぶりに前年を下回った。

業種別ではサービス・他が８件、製造業が４

件などとなった。

新型コロナウイルス関連の倒産件数は１１

件、エネルギーや原材料価格の高騰を原因と

した倒産件数は６件であった。

倒産企業の負債総額は、２７億円（同

▲２０．４％）と４ヶ月連続で前年を下回った。

４月の消費者物価指数（生鮮食品を除く総

合指数）は、１０５．６（前月比＋０．８％）となっ

た。前年比は＋３．５％と２２か月連続で前年を

上回った。

石油製品の価格は調査基準日（４月１０日）

時点で、灯油価格が１１４．８円／�（前月比
＋０．４％、前年同月比▲４．３％）、ガソリン価

格が１６５．０円／�（前月比＋１．２％、前年同月
比▲２．９％）であった。

道内経済の動き

― ５ ― ほくよう調査レポート ２０２３年７月号
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― ６ ―ほくよう調査レポート ２０２３年７月号

北海道の印象

本年３月、北海道日本ハムファイターズ（以後「ファイターズ」と記載）の新球場「エスコン

フィールドHOKKAIDO」を含む「北海道ボールパークFビレッジ」が開業しました。これまでの野

球場にはない魅力満載の球場には、実際に足を運ばれた方も大勢いらっしゃると思います。本日は

新社長に就任された小村勝社長にお話を伺いました。

こ むら まさる

代表取締役社長 小村 勝 氏

１９６６年１月２５日生まれ、大阪府出身。１９８８年日本

ハム株式会社入社。２０２３年３月株式会社北海道日

本ハムファイターズ代表取締役社長 兼 オーナー

代行、株式会社ファイターズ スポーツ＆エン

ターテイメント代表取締役社長（兼務）に就任。

会社概要
企業名：株式会社北海道日本ハムファイター

ズ 株式会社ファイターズ スポーツ

＆エンターテイメント

住 所：北広島市Fビレッジ１番地

ＵＲＬ：https : //www.fighters.co.jp/

設 立：２００３年８月

事業内容：スポーツ・各種イベントの興行、

グッズ販売、ファンクラブ運営、オ

フィシャルショップ運営、スポー

ツに関する書籍・映像ソフトの制

作及び販売、野球技術の指導等

沿 革：球団本拠地の札幌ドーム移転に合わ

せて設立。２０２３年本拠地を、北広島

市Fビレッジにあるエスコンフィー

ルドHOKKAIDOに移転した。

―今年３月１７日の就任会見で、「東京、大阪から

見るものと北海道で見るファイターズの景色は全

く違う」というご発言がありました。まずはご就

任時の印象をお聞かせください―

社長：朝、テレビを見ていてもファイターズのこ

とを頻繁に取り上げていただいていることを実感

しました。勝っても負けても話題にしてくださ

り、日常生活の中や、いろいろな会話の中にも、

ファイターズのことを話してくださっていること

に、感心いたしました。北海道に誕生して「たっ

た２０年」ですが、どうしてこれほど地域に入り込

めたのかと、私自身も思っていました。先日の就

任会見でも複数のメディアの方が来てくださった

ように、様々な場面で取り上げていただけている

おかげなのだと思います。この２０年で、徐々に皆

さまの生活の中に溶け込めたのかなと思っていま

す。これはプロ野球の一球団ということよりも生

活の中の話題の一部になっているということで、

まさに企業理念である「Sports Community」の実

現ではないかと思います。

―それは、社長として、うれしいことだと理解し

てよろしいでしょうか―

社長：大変うれしいことです。そして、大きなプ

レッシャーでもあるなと思っています。

―ファイターズというチームは野球だけではな

く、野球以外でも子供達と関わっている姿が思い

道内企業訪問

トップに聞く㉓ 株式会社北海道日本ハムファイターズ
代表取締役社長 小村 勝 氏
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道内企業訪問

― ７ ― ほくよう調査レポート ２０２３年７月号

地域の皆さまにとって

必要とされる存在になる

浮かびます。これは珍しいことのように思うので

すが―

社長：２０年前に北海道日本ハムファイターズが誕

生した時から「ファンサービス・ファースト」を

掲げ、地域に密着していくことを意識していま

す。当時のファイターズのオーナー（大社啓二

氏）の想いでもありました。２０年の間に、スタッ

フの努力はもちろんですが、ご協力いただく企業

のみなさんが一緒に支えてくださった結果なのだ

と思っています。

―ファイターズで活躍した選手の多くが、国内は

もとより海外で活躍しています。北海道の子供達

にとってファイターズは世界につながる扉のよう

な存在になっているのではないでしょうか―

社長：アメリカから来られた北海道日本ハムファ

イターズの初代監督のヒルマンさんは、ファン

サービスにたいへん積極的な監督でした。当時選

手だった新庄さんもアメリカから帰ってきまし

た。この時から、ファンの皆さまとの距離が一気

に縮まったように思います。企業の皆さまにも

ファイターズを応援しようという想いをたくさん

いただきました。そうした想いがしっかりと受け

継がれてきているのだと思います。皆さま方のお

かげで地域に密着できていることに感謝していま

す。

―「ファイターズはプロ野球だけではなく新しい

エンターテイメントの世界を作ろうとしていま

す」というご発言もありました―

社長：そうした形で北海道へ貢献できるFビレッ

ジでありファイターズでありたいと考えていま

す。常に進化をし続けながら地域に愛され経済に

貢献できる球団になっていけたらと思っていま

す。

―選手たちの学校訪問を積極的に行っていること

に加え、地方球場での試合も実施してきました。

また、野菜やお米などを育てることができる

「ファイターズ農園」や「ふぁい田！北海道応援

プロジェクト」を運営するなど、地域のコミュニ

ティの皆さまと一緒に様々な活動を続けていま

す。HPを拝見すると、失礼ながら知らなかった

地域活動もたくさんあることに驚きました―

社長：もちろん試合に勝つことは重要な要素の一

つでありますが、勝ち負けや好き嫌いに関係な

く、「タクシーに乗ったらファイターズの話にな

る」といった、生活の中で話題になることが大切

だと思っています。いうなれば文化的な楽しみを

提供したいと思っているのです。そういう意味

で、北海道の地域の皆さまの生活の中に入り込む

ことは重要だと考えております。そして、実際そ

のような存在になっているように感じています。

☆ ふぁい田！北海道応援プロジェクト

�H.N.F.

―札幌の地下歩行空間の柱には、コロナ禍のエッ

センシャルワーカーの皆さんの働きに感謝を述べ

る選手のポスターが大きく貼られていました。そ
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道内企業訪問

― ８ ―ほくよう調査レポート ２０２３年７月号

SC（スポーツ・コミュニティ）活動

「グラブを本に持ちかえて」

という活動について

れはまるでぼくらの気持ちを代弁しているように

感じます―

社長：北海道は大きいですが、本拠地移転から２０

年の間に、ここまで皆さまに育てていただいたよ

うに考えています。

―「SC（スポーツ・コミュニティ）活動」につ

いて、お話しいただけますでしょうか―

社長：SC活動とは「グランドの外での活動」と

考えていただけると理解しやすいかもしれませ

ん。これらはこれからも絶対にやっていかなけれ

ばならないことだと考えています。

具体的には「①アカデミーでの指導・教育」、

「②地域連携」、「③スポーツ振興」、「④社会課題

の解決」と、全部で４つに分けて活動していま

す。活動の財源は、球団主催のチャリティーオー

クション、ネットや対面での募金活動、試合のチ

ケットセールスやグッズの売り上げの一部を基金

としています。

球団のやるべきこと、一丁目一番地は「野球」

です。野球があるからこそ皆さまに来ていただけ

るわけです。ただ、野球事業だけで終わるのでは

なく、もっと広い意味で「スポーツ」といいます

か、「体を動かすこと」だと考えています。日本

ハムの企業理念は「食とスポーツ」です。創業者

の言葉でありますが、「子供を大きくするには運

動して食べることだ」ということです。お肉を食

べ、運動してもらって、大きくなってもらうとい

うことです。ファイターズでも、野球事業プラス

皆さまが身体を動かすことでより健康になっても

らったり、野球を通じて様々な活動につなげるこ

とができればと考えております。

―そういう理念があるからでしょうか。ファイ

ターズの活動は対象をより広く持っておられるよ

うに思いますが、いかがでしょうか―

社長：そうですね。多くのお子さまに、野球観戦

をきっかけに、身体を動かすことを好きになって

もらったり、選手を見て、勇気づけられるといっ

たような、役割になれればと思っています。

―来て欲しいというリクエストは多いように思い

ますが―

社長：可能な限り対応したいと思っております

が、シーズン中はなかなか難しいこともありま

す。選手は難しくても、マスコットやアカデミー

コーチが会いに行くことで、ファイターズをより

知っていただけていると思います。

☆ ＳC活動 FOOTSTEP FUND

�H.N.F.

―球団の取組はたくさんあるのですが、私は特に

「グラブを本に持ちかえて」という取組に感銘を

受けました。ご存じの方は多いと思いますが、選

手たちから推薦図書として珠玉の一冊を挙げて紹

介するほか、「読書男子」の一コマを収めた写真

やイベントなどを通じ、家庭で読み終えた本を引
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道内企業訪問

― ９ ― ほくよう調査レポート ２０２３年７月号

「北海道応援大使プロジェクト」について

き取り、寄贈する＜読み終えた本をみんなでシェ

ア＞や、小学生の夏休みの読書を促進するキャン

ペーン＜本を読んでファイターズを応援しよう！

powered by PILOT＞などを通して、本の魅力を

北海道中に伝えるというものです。この活動は他

に例がないように思います―

社長：栗山英樹前監督が大変熱心な読書家で、本

をたくさん読んでいらっしゃったのをきっかけ

に、社員のアイデアでこの活動が始まりました。

―やわらかい会社ですね―

社長：やってみたらいいじゃないか、というとこ

ろはありますね。今度は、選手が朗読をするとい

うのも企画してみたいと考えています。

☆ グラブを本に持ちかえて

�H.N.F.

―ファイターズは他のプロスポーツチームと連携

を図っています―

社長：スポーツということでは一緒ですから。コ

ンテンツが違うだけです。

―私の友人のことですが、夫婦や仲間と試合を観

て、チームを応援し盛り上がっている様子をみる

と楽しそうです―

社長：そうですね。ファイターズやFビレッジを

きっかけにコミュニティづくりができればと思っ

ています。

―数ある取組の中でも、選手が北海道内の全市町

村で地域の皆さまと交流を図りながらまちづく

り・まちおこしに寄与していく「北海道１７９市町

村応援大使」がよく知られているように思いま

す。特定の選手が自分の町を応援してくれるとい

うことは大変な喜びです。ただ、１０年続いたこの

取組は２０２３年から新たに「北海道応援大使プロ

ジェクト」として今後１０年間にわたって事業を展

開していくと聞きました―

社長：この１０年間で北海道の全地域を訪問させて

いただきました。ほんとうに多くの皆さまに喜ん

でいただいたと聞いています。また、選手たちも

知らなかった町に実際に足を運び、地域の皆さま

と接し、イベントに関わることで、グラウンドで

は得られなかった多くの学びがあったものと思っ

ています。次の１０年はまた違った形で地域の皆さ

まと関わっていこうということです。

具体的には選手２～３名が各市町村を応援する

形からチーム全体で道内の特定エリア全体を応援

する形に変更となります。

エスコンフィールドがスタートする今年度は、

まず周辺地域を中心に活動していくことを考えて

います。ファイターズをきっかけに地域に横のつ

ながりを作りたいと考えています。

その後、２０２４年～２０３２年にわたり、毎年、北海

道が定める１４の振興局単位をベースに、各エリア

を９年に割り振って活動していきます。以前は、

全道各地域で均等になるよう対象自治体を決定し

ていましたが、今回はエリアをまるごと応援する

ことで、対象地域の分かりやすさが増し、観光・

経済面の連携強化が図られるものと考えています。
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道内企業訪問

― １０ ―ほくよう調査レポート ２０２３年７月号

自治体とのパートナー協定について

―新たな取組のようなものはありますか―

社長：ファイターズ主催試合日に、エスコン

フィールド内に自治体PR用ブースを設け、ご来

場者の方々に自治体をPRしていただく機会をご

提供しております。また、Fビレッジと対象市町

村を繋ぐバスツアー事業なども今後実施予定で

す。２０２３年に開業したこのFビレッジやエスコン

フィールドをまずは見ていただき、体験していた

だきたいと思っています。

☆ エスコンフィールドHOKKAIDO（外観）

�H.N.F.

―確かに、北海道は市町村単位というよりも１４の

振興局単位で協力して取り組むことが多いかもし

れません―

社長：ファイターズがそれぞれの町を横に繋げる

役割が果たせればうれしいと考えています。

―球団では道内の自治体とパートナー協定を結

び、様々な活動をするとありますが、それほど多

くの自治体と結ばれているわけではありませんね

―

社長：パートナー協定を結ぶことで、お互いに協

働で何ができるかということが大切だと考え、期

間は３年としています。ファイターズと一緒にで

きる事業を自治体に考えていただきながら、ご協

力できればと思っています。

―実例としてはどんな事業がありますか―

社長：野球教室やダンス教室、サマーキャンプ、

スポーツキャラバン、小学校訪問やお祭りへの参

加など、それぞれの自治体に応じて事業を実施し

ております。

☆ スポーツキャラバン

�H.N.F.

―スポーツキャラバンとは？―

社長：そうですね。昨年の例では小樽市において

３日間にわたり、アカデミーコーチ、B・B（マ

スコットキャラクター）、ファイターズガールが

小学校や市役所、幼稚園といった施設を訪問し、

きつねダンスやキャッチボールを通じて、全校児

童と交流しました。野球、サッカー、バドミント

ンを体験するスポーツ体験イベントに参加し、

ファン交流会も行いました。指導者向けの野球教

室も行いました。
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道内企業訪問

― １１ ― ほくよう調査レポート ２０２３年７月号

北海道日本ハムファイターズを

応援する会について

北海道日本ハムファイターズ

後援会について

（現在の後援会登録者数１６３）

おわりに

―企業、団体、商店、グループなどで応援する組

織として「応援する会」があります。ファイター

ズを応援していますという幟〈のぼり〉の提供を

受け、掲示することができるという仕組みのよう

です。参加費用無料ということで、驚きました―

社長：ファイターズを通じて、地域の皆さまと一

緒に、街全体を盛り上げていけるように精進して

まいります。

―ファイターズ応援を宣言しているお店なら、

ファンも盛り上がりそうですね―

社長：そう思っていただけるとありがたいです。

―後援会は「道民球団ファイターズ」を創り上げ

ていくための支援活動組織ということですが、

「道民・ファンが誇りを持てる『道民球団ファイ

ターズ』を創り上げていきます」という言葉を大

変うれしく拝見しました―

社長：ファイターズ後援会の皆さまには本当に球

団を愛していただいていると感じます。後援会単

位でバスを借りて、会員皆さまでスタジアムに応

援に来ていただくバスツアーなども企画してくだ

さって、とてもありがたいです。

―３月に就任された小村社長にもこの北海道を大

いに気に入っていただき、愛していただきたいと

願っております―

社長：もちろんです。ファイターズは道民の皆さ

まに愛される球団になりたいと思っています。同

時に、愛され続けるチームにならなければならな

いと思っています。勝利に向けて全力で戦う姿勢

が大切です。そのうえで、Fビレッジ・エスコン

フィールドが開業したことにより、北海道全体が

盛り上がっていければと思っております。そし

て、野球に興味のない方々にも、観光の目的地と

して、認識していただけるように、日々精進して

まいります。

―ここエスコンフィールドは新千歳空港と札幌市

の真ん中に位置しています―

社長：札幌市に行く途中で立ち寄り、食事をして

いただける場所でもあります。新しく「行く場所

ができた」と思っていただけると嬉しいです。皆

さまに喜んでいただける場を提供してまいりたい

と考えています。どうか、これからも応援を宜し

くお願いします。

☆ エスコンフィールドHOKKAIDO（内部）

�H.N.F.

―本日はありがとうございました。―

（木本 晃）
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― １２ ―ほくよう調査レポート ２０２３年７月号

≪ポイント≫

○ ESG投資やパーパス経営の潮流は、観光系企業だけでなく観光地にも波及している

○ 観光グローバル・ガバナンスの動向を理解して、さらなる投資・立地・誘客を目指せ

○ 観光開発における「コミュニティビジネス」モードの導入が地域発展のカギになる

１．はじめに：観光ガバナンスとは

観光ガバナンスあるいは観光地ガバナンス（Tourism Governance / Destination Governance）と

は、観光企業・産業の統治構造、ないしは観光地における統治構造のことを意味します。観光が

狭義の観光系企業だけの問題であったのは昔の話で、今は国や都道府県や市町村等の自治体、

様々なまちづくり組織が観光への取り組みを強化していますし、６次産業化（農産物をそのまま

出荷するのではなく、加工して付加価値をあげつつ、産地訪問などの観光的な楽しみを加えるこ

とを目指す）という用語に代表されるように、農業や工業などこれまで観光とは関わりの薄かっ

た事業者にとっても、観光は身近な問題となってきました。

ガバナンスという言葉を使うと、多くの人がコーポレート・ガバナンス（企業統治）という用

語を想起すると思われます。通常、企業のガバナンス構造の性質は、よく作用すれば企業の発展

を促しますし、悪く作用すれば企業成長の足かせになることもあります。ときには企業不祥事の

発生を予防できないガバナンス不全の状態が問題になり、株価を急落させてしまうことも珍しく

ありません。

同じように、観光地としての発展は、その観光地を擁する自治体やコミュニティの備えるガバ

ナンス特性によって、大きく影響を受けることになります。観光地の実態は様々で、規模の大き

な観光企業（リゾート運営会社など多くは外資）あるいはDMO（観光地域づくり法人）によっ

て舵取りが行われている場合もあれば、地元資本の中小規模の観光関連事業者の寄り合いで運営

されている場合もあるでしょう。しかし、ガバナンス不全の問題が招く結果は同じです。観光客

からの人気を落とし、投資対象としての魅力を失う可能性があるということです。

いま、北海道では、ニセコ地域に代表されるように、世界規模でリゾートを展開する外資の投

資対象となっているエリアもあれば、星野リゾートのような国内で有数の実績を持つ企業の進出

対象となるエリアもあります。こうした企業は、観光地というものをどれだけリターンをもたら

す地域かという投資対象として見ています。地域としてのガバナンスに懸念材料があれば、あえ

て危険を冒して進出することはないはずです。

さらに現在は、スノーピークやモンベルといったアウトドア系の企業が続々と道内の地方都市

観光ガバナンスがなぜいま注目されるのか
～投資先・進出先・旅行先に選ばれる地域へ～

小樽商科大学 ビジネススクール
教授 内田 純一
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に進出し、アウトドア拠点や集客性の高い店舗を展開して観光地づくりの新しい発展モデルとし

て話題になっています。こうして立地した企業にとっても、なにか不祥事が進出地域で起これ

ば、自らのブランド価値が毀損されてしまうので、進出先の統治構造がどのようなものなのか、

大いに気になるはずです。これらの企業に進出して欲しい自治体は数多く、進出先は選び放題の

状態なので、なるべく条件の良い地域が選ばれるのは当然です。

以上のように、投資先として選ばれる地域になるためには、観光ガバナンスや観光地ガバナン

ス（以下「観光ガバナンス」と略記します）は重要な問題なのです。

２．ESG投資とパーパス経営の影響

観光学や観光経営に関する国際学術誌において、観光ガバナンスの研究は急増しています。観

光ガバナンスに関する研究が、顕著に増加するのは２００９年からですが、おそらく研究増加の契機

になったのは、２００８年に起こったリーマン・ショックです。サブプライム問題が引き金となっ

て、証券会社リーマン・ブラザーズが破綻したことから始まる米国発の金融危機が、なぜ観光に

関わるガバナンスへの学術的な注目度を高めるのか、以下で順を追って説明していきましょう。

まず、金融危機の発生直後には、世界中の投資家が、環境・社会・ガバナンスを考慮した投資

（ESG投資）を意識する傾向が顕著になりました。その結果、英国ユニリーバなど名だたる多国

籍企業が、それまでの理念体系を見直し、自社のパーパス（存在意義）を明確化することに取り

組み始めます。日本でも２０１８年に東芝、２０１９年にソニーがパーパスを策定し、２０２３年時点でも多

くの企業が、それまでのミッション（企業使命）に連なる理念体系からパーパスへの置き換えを

進めていきます。まさにパーパス経営ブームといった様相です。

投資家がESG投資を行う以上、企業の側もそれらを企業戦略に取り込まねばなりません。その

ためには従来のミッション主導の経営よりも、パーパスという環境や社会のなかで自社を位置付

けるあり方へと舵を切ったほうが、よりふさわしい状況が到来したわけです。

実際、前述のユニリーバが２０１０年に掲げたパーパスは「サステナビリティを暮らしの当たり前

に」というものでした。サステナビリティとは社会・環境と調和しつつ、自社と地球環境とが共

生しながら持続可能性を実現する、という考え方です。ユニリーバの事例は、ESG投資の考え方

が芽生えた頃に、いち早く自社の戦略指針を見直し、成功を収めた好例と言えます。

ただし、持続可能性を意識したパーパスに置き換えさえすれば投資が集まる、というほど甘い

話ではありません。環境や社会にとっての存在意義をうたった理念体系を持つことだけでは表面

を繕ったに過ぎません。当該企業のパーパスは、投資家をはじめとしたステークホルダーらに

よって、企業戦略を支えるに足るガバナンスを備えているかが、環境・社会の面でのESG指標と

ともに冷静に評価され、その上で投資適格な相手かどうか決まるというわけです。

このように、パーパス経営は単なるブームというより、投資をあてにするあらゆる企業にとっ

て切実な問題を背景にしているのです。

それでは、企業の問題と観光地の問題はどう結びつくのでしょうか。例えば、ニセコ地域のよ

うな国際的リゾートになったエリアでは、土地やホテルはもちろん、コンドミニアムの一部屋の

単位まで投資対象になっています。北海道新幹線開業を控えて、コロナ禍でも海外からの投資熱

は旺盛であり、投資対象としての注目度は相変わらず高いエリアですが、国際的な観光地になれ

ｏ．３２２（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０１２～０１８　寄稿  2023.06.07 14.00.48  Page 13 



寄稿

― １４ ―ほくよう調査レポート ２０２３年７月号

観光グローバル・ガバナンス 観光をめぐる国際的・越境的な秩序の維持を対象としたガバナンス

観光地ガバナンス 観光に取り組んだり、対峙したりする地域を対象としたガバナンス

観光企業ガバナンス 観光事業にかかわる企業を対象としたガバナンス

図表１ 観光ガバナンスの３つの視点

出所：森重・海津・内田・敷田（２０１４）

ばなるほど、いっそうESG投資にこだわる投資家を相手にしなければならなくなると言えます。

次章以降では、観光ガバナンスをめぐる視点の違いを意識しながら、グローバルなレベルの動

向について考察し、ローカルなレベルの観光地づくりが直面しつつある状況を見ていきましょ

う。

３．観光ガバナンスの３つの視点

ガバナンスという用語を我々が最もよく目にするのは、新聞報道等で使われる機会の多い前出

のコーポレート・ガバナンスでしょう。これについての説明には多くの記述を割く必要はないか

と思います。ご存じの通り、２００１年のエンロン事件を機に、各国でコーポレート・ガバナンス改

革を進めるための制度が見直され、企業が過度な株主資本主義に陥らないよう、社会・環境・経

済の３軸で評価するトリプル・ボトムラインのような会計フレームワークも根付いてきました。

その後、日本では２０１５年に金融庁と東京証券取引所の原案をもとに、コーポレート・ガバナン

ス・コード（CGコード）が策定されました。このCGコードはその後も改定を重ね、注目すべき

点として、２０２１年の改定では「サステナビリティ（ESG要素を含む中長期的な持続可能性）を巡

る課題への取り組み」がCGコードに含まれることになりました。これも上述したパーパス経営

を流行させる要因の一つとなっています。

ところで、ガバナンスは統治の構造を意味する概念用語なので、コーポレート・ガバナンス以

外にも、文脈の異なる様々な使われ方をしています。最も規模の大きな次元で使われる用例とし

て、国際政治経済や国際関係に関する報道などに見られるようになった、「グローバル・ガバナ

ンス」があります。直訳すると世界規模の統治ということになりますが、「世界政府」という存

在は人類史上存在していないので、そのような実効性のある存在がないなかで、主権国家間の綱

引きにより国際秩序や通商ルールが形成されている状態を指します。米国や中国などの覇権国

家、あるいはEU等の準国家が、世界規模のルール作りを実態として担っているという現状認識

は、リアリズムにもとづくグローバル・ガバナンスの一つの捉え方です。

なお、グローバル・ガバナンスでは、主権国家や準国家、そして国連などの国際機関だけでな

く、非政府組織（NGO）なども、統治構造に影響を与えるアクターとみなされます。

同じように、観光をめぐるガバナンスは図表１のように３つの視点に大別できます。

観光ガバナンスの場合、グローバルな次元である＜観光グローバル・ガバナンス＞と、コーポ

レートの次元である＜観光企業ガバナンス＞の視点の中間に、ローカルな次元すなわち＜観光地

ガバナンス＞レベルの視点が想定されていることが特徴です。
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４．グローバル・ガバナンスが迫る持続可能な観光開発

観光分野のグローバル・ガバナンスの最近の動向を見てみましょう。国連が２０１７年を「開発の

ための持続可能な観光の国際年」と定め、それを受けてUNWTO（国連世界観光機関）が、「持

続可能な観光地づくり国際ネットワーク（INSTO：The UNWTO International Network of Sustain-

able Tourism Observatories）」を推進し始めました。これは国レベルではなく、観光地のレベル

で、ネットワークへの加盟を促す仕組みです。申請して加盟が認められれば、観光地としての持

続可能性に関して、国際機関からお墨付きを得たことになり、その観光地はINSTOに加盟してい

ることを外部に発信でき、加盟する先進観光地同士の情報共有もできるようになります。

INSTOへ申請するには、１１項目からなるモニタリング指標（①「経済」、②「社会・文化」、③

「環境」の３分野の１１項目の基本的課題の領域についての指標）を設定しなければなりません。

また、地域の関係者による協議会（ワーキンググループ）を組成する必要もあります。そこに

は、地域発展という目的がどれだけ果たせているかについてモニタリングする際、利害関係者を

協議会参加の形で意識させることで、エビデンスベースの政策形成を促す狙いがあります。ちな

みに、UNWTO日本事務所では、この協議会を「地域のなりたい姿に向け、いかに観光を持続的

に発展させるか、地域レベルで議論するプラットフォーム」と位置づけています。

現在、このINSTOに日本から加盟した地域はありません。また世界的に見ても２０２３年１月現在

で３６箇所しか認定されておらず、UNWTO日本事務所による加盟手続きの支援体制は用意されて

いるようですが、よほどの先進地域でなければ登録は難しいでしょう。

一方で、日本の観光庁が普及を目指すのが、２０２０年に制定した「日本版持続可能な観光ガイド

ライン（JSTS-D）」です。これは２００７年に発足したグローバル・サステナブル・ツーリズム協議

会（GSTC）が開発した国際基準の認証制度「GSTC-D」をベースに、日本の特性を加味して制

定されたガイドラインです。INSTOと同様、指標が設定されていますが、INSTOが経済、社会・

文化、環境からなるトリプル・ボトムラインであるのに対し、項目がやや組み変わり、「A．持

続可能なマネジメント」、「B．社会経済のサステナビリティ」、「C．文化的サステナビリティ」、

「D．環境のサステナビリティ」という４分野（３８の大項目、１７４の小項目）からなります。

JSTS-Dはガイドラインであるため、認証を得られるわけではありませんが、このガイドライ

ンに沿った活動を行っていれば、JSTS-Dのロゴマークを使ったプロモーション活動を展開する

ことが許可されます。もちろん、日本向けとは言え、国際認証制度であるGSTC-Dに準拠してい

るため、意欲ある自治体やDMOが、国際認証であるGSTC-D取得をさらに目指すことも期待でき

ます。

以上のような仕組みが整備される動きは、ちょうど図表１の上列から下列へと流れるように、

グローバルなレベルから国・地域レベルへと波及する経路を辿っており、当然ながら各地に立地

する観光企業にも影響を与えます。持続可能な観光ガバナンスを世界各地に定着させるための大

きな潮流と見ることができるでしょう。

５．観光開発の４分類

日本におけるコーポレート・ガバナンス制度の整備や、その後のCGコード策定は、海外に比

べて企業業績パフォーマンス等に与える効果に関する実証研究が不足していると言われています
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公主導 民主導

集
権 ①自治体ビジネス ②企業立地

分
権 ③公民連携 ④コミュニティビジネス

図表２ 観光開発の４分類

が、海外の研究には前向きな研究成果が多く、批判的な意見はあまり聞かれません。なにより、

ESG投資のスタンスを世界中の投資家が共有するようになり、国内でもSDGs（国連の持続可能

な開発目標）をフレームワークとして利用したSDGs投資が普及し始めています。そして前章で

見たように、観光ガバナンスについてもコーポレート・ガバナンス同様に、グローバル・ガバナ

ンスによって持続可能な観光開発が推奨され、国内でのガイドライン整備も行われてきていま

す。このような状況下、投資適格な観光地とは、一体どのようなものでしょうか。

図表２は、自治体レベルにフォーカスした、観光開発のあり方をおおざっぱに４分類したもの

です。横軸を公主導か民主導かで、縦軸を集権か分権かで２×２のマトリックスを構成していま

す。以下では各セルについて説明していきます。

自治体ビジネス

左上の①は、「自治体ビジネス」としています。基礎自治体が行う事業のことで、現在の自治

体はハード事業だけでなく地域活性事業や観光事業などのソフト事業を数多く展開しています。

上下水道事業のように自治体単独の事業もありますが、民間企業がパートナーになることも多

く、例えば道の駅は、公設民営方式の自治体ビジネスの代表例です。これは施設を自治体が用意

し、経営・運営は委託管理者方式や指定管理者方式の形で民間が行っています。まだ観光都市に

は至らず、純粋な民間による観光投資が期待しにくい地域における代表的な観光開発手法です。

バブル期にあたるリゾート法（１９８７年の総合保養地域整備法）の頃は、公設公営すなわち町

営・村営の宿泊施設、テーマパークなどを開発・運営する例も多くありましたが、経営面での非

効率さを露呈したためか、現在では公営の地域商社や、教育施設的な性質も併せ持つ公営キャン

プ場などを除けば、公設公営は稀な方式になっています。公主導のビジネスでありながら、民間

の運営ノウハウを活かそうとするのが、このセルにおける観光開発モードだと言えます。

企業立地

右上の②は、「企業立地」としています。いわゆる企業誘致が典型例ですが、魅力的な産業集

積を形成している地域では、とくに自治体が優遇政策を掲げて誘致しなくても、企業の側が進出

することに魅力を感じ、自ら立地することもあります。誘致ではなく誘引とでも言うべき作用で

す。ニセコ地域には高級ブランドホテルや高級リゾート運営企業が続々と進出していますが、こ

れらは誘引された企業と言えるでしょう。自治体誘致によらずとも、パウダースノーのような強

力な資源価値があれば、その地域に立地する可能性は高まるということです。

公民連携

左下の③は、「公民連携」としています。スマートシティのような産学官連携による現代的な
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地域開発事業をはじめ、公民連携という用語のもとになったPPP（Public Private Partnership）や

PFI（Private Finance Initiative）に代表されるような民間資金等活用事業もこのセルに区分できま

す。公共と民間とが互いに関わっているという点では公設民営に似ています。実際、DBO（De-

sign Build Operate）方式など、公共が起債あるいは交付金等により資金調達する公民連携の方法

もあります。しかし、市場メカニズムの導入を狙うため、自治体ビジネスの延長にある公設民営

よりも分権的です。もちろんPPP/PFIは観光開発のためだけの制度ではありませんが、芸術・教

育文化施設やMICEのための施設整備など、観光にも転用できる集客装置の建設時に導入される

事例は増えています。

コミュニティビジネス

右下の④は、「コミュニティビジネス」としています。このセルこそが、持続可能な観光開発

において最も注目される形態です。前章で紹介したJSTS-Dでは、指標Bにおいて「B４ コミュ

ニティへの支援」の大項目があるほか、指標Aにおいても「A５ 住民参加とフィードバック」

の項目で地域コミュニティへの配慮を求め、「A７ プロモーションと情報」の項目で地域コ

ミュニティを尊重した観光プロモーションを行うことを大項目に定めています。こうしたコミュ

ニティ関与型の項目が観光開発指標に入り込むことの意味は、前章で説明したグローバル・ガバ

ナンスの動きからも明らかです。つまり、観光振興はコミュニティ主体でなければならず、観光

の持続可能性とはすなわち観光地を抱えるコミュニティにとっての持続可能性である、というこ

とです。

なお、コミュニティを基盤とした観光（CBT：Community Based Tourism）の開発主体はあく

までも地域コミュニティである、という点が重要です。CBTの考え方は、１９９０年代頃からODA

（政府開発援助）や、NGOによる貧困改善プログラムに導入され、UNWTOもCBTをテーマにし

たサミットや人材開発ワークショップを継続的に行ってきました。重要な点は、ODAであれ

NGOプログラムであれ、技術移転が終わった後も地域主導で観光事業を継続できるよう、コ

ミュニティが主導する形で将来的に自立させていくことです。その意味でCBTは、仮に取り組み

開始当初は公主導のコミュニティ開発であったとしても、いずれは民主導のコミュニティビジネ

スに移行させるという理念がはっきりとした手法であると言えます。

６．まとめ：投資先・進出先・旅行先に選ばれる観光地へ

前章の観光開発の４分類は、そのときどきの観光地の開発モードとして見ることができます。

それなりに規模の大きい地域では、いくつかの開発モードが併存することもあります。そして、

グローバル・ガバナンスの情勢を見る限り、④のコミュニティビジネスのモードが、観光地のあ

り方として望ましいと考えられます。ただし、全ての地域がそのモードに即時移行できるわけで

はなく、それぞれの開発モードには一長一短があります。

例えば、観光資源がほとんどなく、今までに地元に観光事業者がほとんどいないような地域で

は、域外企業の協力を得ることも投資を得ることもままならず、おそらく①の自治体ビジネスの

モードを採るしかないでしょう。しかし、仮に最初の自治体発案の事業を成功させ、外部から注

目されるような地域になれば、別のモードにスイッチすることも可能になります。

一方で、①よりも明らかに観光開発が進んでいる②企業立地のモードにある地域にも、課題が
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残されている場合が多々あります。多くの投資が集まり、リゾートとしてそれなりの風格を備え

つつあっても、仮にJSTS-Dのようなガイドラインに対応していなければ、グローバル・ガバナ

ンスが迫る持続可能な観光開発としては適格とは言えず、今後は早急にコミュニティの参画を見

据えること、つまり④のモードを併せ持たなければならない、とみることができます。

また、③の公民連携のモードにある地域は、中核市レベル以上の自治体であることが多いで

しょう。このような地域では観光に転用できるインフラ設備が、今後もPPP/PFIを導入しながら

整備される可能性がありますし、スマートシティ政策などを通じて、住民にとって過ごしやすい

都市になるだけでなく、観光客にとっても魅力的な観光都市になる見込みがあります。しかし、

こうした自治体であってもグローバル・ガバナンスの求めに鈍感であれば、パーパスなき地域と

みなされ、投資不適格と判断される恐れがあります。③のモードを残しながらも、コミュニティ

ビジネス創出を意識した観光振興計画をつくり、④のモードを併存させていくことが理想です。

仮に、比較的規模の大きな単一事業を展開する場合は、自治体ビジネス（①）であっても、企

業立地（②）によって進出した大手企業の事業展開であっても、さらには公民連携（③）による

開発事業であっても、それなりに観光開発はうまく機能するはずです。しかし、観光事業には流

行廃りがあるため、観光地としての魅力を保つためには、新たな観光の魅力を備えた事業を次々

に用意していく必要があります。ニューツーリズムとはよく言ったもので、観光地として進化す

るほど、観光客もまた進化し、観光資源の真正性や、地域住民との交流、はたまた地域ならでは

の体験といった、従来オールドツーリズム（＝マスツーリズム）が提供してきた価値では飽き足

らないような高度な観光商品を提供しなければなりません。そして、こうした観光の価値を提供

できる事業主体こそ、コミュニティビジネス（④）であるということなのです。

その意味では、グローバル・ガバナンスの動向に対応するという後追い的な発想にとらわれ

ず、未来のビジネス価値をゲットする、といったくらいの気持ちで観光開発におけるコミュニ

ティビジネスのモードを導入することを目指すのが得策です。

以上のように、観光ガバナンスについての理解を深め、さらに自らが観光ビジネスに携わる地

域のモードを把握することによって、地域にあった観光開発のあり方について、地域内で合意形

成しながらその発展経路を戦略的に構想できるようになります（内田２０１７）。

観光ガバナンスをめぐる大きな潮流を前に、インバウンド対応を始動あるいは再開しようとす

る北海道の自治体や道内企業に、本稿がほんの少しでもお役に立てれば幸いに思います。

【参考文献】

森重昌之・海津ゆりえ・内田純一・敷田麻実（２０１４），「地域における観光ガバナンス概念の検

討」，『日本観光研究学会全国大会学術論文集』，２９，pp．１６５‐１６８．

内田純一（２０１７），「観光地ブランドを創出するのは誰か―ガバナンス主導と戦略主導との比較考

察―」，『戦略研究』，２０，pp．２９‐５４．
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図表１ 両国における外国人観光客流入数の推移

出所：国土交通省 観光庁「訪日外国人旅行者数・出国日本人数の推移」及びシンガポール政府観光局
「Annual Report２０２１‐２０２２」の統計データをもとに筆者作成。２０２３年は予測値を記載。

はじめに

新型コロナウイルス感染症の流行（水際対策の強化）により、長期にわたり訪日外国人観光客

数が著しく減少するなど、日本全体が未曾有の事態に直面しました。外国人観光客の減少が売上

の減少に直結してしまう企業も少なくなく、企業活動を取り巻く環境は今もなお厳しい状況が続

いております。

そうしたなか、日本の水際対策の大幅緩和から既に半年以上経過し、５月の大型連休では国内

主要空港の国際線ターミナルが、多くの旅行者で賑わっていたのは記憶に新しいかと思います。

一方、シンガポールをはじめとするASEAN主要各国では、日本よりさらに早い段階で水際対策

を撤廃し、外国人観光客の受け入れに尽力しました。

本稿は、大幅な水際対策の緩和から１年経過して見えてきたシンガポールのアウトバウンド動

向をメインテーマとし、そこから見えてくる日本（北海道）のインバウンド拡大への可能性につ

いてご紹介します。

１．日本及びシンガポールにおける外国人観光客数（流入）の推移

図表１は、日本及びシンガポールにおける外国人観光客数の推移を示したものです。新型コロ

ナウイルス感染症の流行前である２０１９年は、両国とも過去最高となる外国人観光客を記録しまし

たが、２０２０年及び２０２１年については、新型コロナウイルス感染症の影響により歴史的な落ち込み

となりました。

アジアニュース

シンガポールのアウトバウンド動向及び
「旅行先としての日本」について

北洋銀行 国際部 海外展開支援グループ
北海道ASEAN事務所（シンガポール）派遣

本間 絢太
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国内外でワクチン接種が進んだ結果、２０２２年４月、シンガポールは日本に先行して水際対策を

撤廃しました。そのため、シンガポールにおける２０２２年の外国人観光客数は、日本を上回る６３０

万人（２０１９年対比▲６７％）を記録し、回復の兆しがみられました。一方日本においても２０２２年

は、１０月に１日あたりの入国者総数上限を撤廃するなど、徐々に外国人観光客の受入再開へシフ

トした年となりました。

２０２３年については、日本は２，１１０万人、シンガポールは１，２００～１，４００万人と、両国とも前年を

上回る外国人観光客の流入が期待１されるなど、前年に比べてさらに明るい兆しがみえ始めてお

ります。

２．シンガポールにおける「アウトバウンド」

シンガポールの国土は約７２０㎢と非常に狭い都市国家です。函館市（約６７８㎢）よりやや広く、
札幌市（約１，１２１㎢）より狭いとお伝えすると、イメージがしやすいかと思います。そうした国
土の性質上、シンガポールには国内旅行という概念がなく、多くのシンガポール国民は長期休暇

にあわせて海外旅行をする傾向にあります。

本項では、シンガポールにおけるアウトバウンドの概況、旅行先としての日本の立ち位置等に

ついてご紹介します。

�シンガポール人に人気の旅行先
シンガポールには、アジアを代表するハブ空港であるチャンギ空港があり、同空港の就航都市

数は約３００都市２にのぼります。成田国際空港（約１２０都市）・東京国際空港（約１１０都市）３と比較す

るとお分かりのように、非常に多くの路線が運用されています。チャンギ空港は世界を結ぶハブ

拠点として、２４時間３６５日、多くの旅行客に利用されています。

シンガポール人は、スクールホリデー（特に長いもので、５月下旬から６月下旬まで、１１月中

旬から１２月末まで）やチャイニーズニューイヤー（旧正月）といったような長期休暇にあわせて

海外旅行をする傾向にあります。ではいったい、人気の旅行先はどこなのでしょうか。

実のところ、国別のアウトバウンドに関する数値を公表している国は多くありません。シンガ

ポールにおいても世界各国を対象としたデータはないのですが、JNTO（日本政府観光局）が独

自に取りまとめたアジアに限定した旅行先に関するデータによると、マレーシア一強という結果

でした（図表２）。考えられる理由としては、①LCC（格安航空会社）が充実していること、②

両国は隣接しているため陸路で出入国できること、③シンガポールに比べてマレーシアの物価が

安いことが挙げられます。

２位以下は、片道３時間以内（空路）と比較的近距離であるインドネシアやタイ、同じ中国語

圏という安心感があるという背景から中国が続きます。地理・言語の面では上位４か国に劣る日

１㈱JTB「２０２３年の旅行動向見通し」及びシンガポール政府観光局の報道発表より
２CHANGI Airport Groupホームページより
３成田国際空港・東京国際空港ホームページより
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図表２ アジア各国・地域へのシンガポール人訪問数ランキング

出所：JNTO 日本の観光統計データをもとに筆者作成。新型コロナウイルス感染症流行前の３年間を抽出。

本ですが、堂々５位にランクインしています。

�シンガポールにおける「旅行先としての日本」
前項で日本はアジアの中でもシンガポール人による訪問数が多い国であると紹介しましたが、

本項ではもう少し掘り下げて日本の人気の理由を探ります。

特筆すべき点は、訪日シンガポール人の７５％以上４は２回以上の訪日を経験しているというこ

とです。本稿を執筆するにあたり、筆者が様々な背景を持つシンガポール人に訪日旅行をリピー

トする理由を聞き取りしたところ、以下のような理由が挙げられました。

① 日本の四季

シンガポールを含むASEAN各国は、１年を通じて温暖な気候であることから、日本の春・

秋・冬といった季節を体験することを望む傾向にあります。特にASEAN域内では降雪すること

が基本的にはないため、「雪」に対して非常に強い憧れを抱く方が多いです。

② 高いレベルのおもてなしやサービス

日本の「おもてなし」文化は、もはや世界で幅広く認知されているところであります。とりわ

け、タクシーのドアの自動開閉、ウォシュレット付きトイレ、ホテルや航空会社等のスタッフの

対応の良さといったことに対して感動を覚えることが多いようです。

③ 高い日本食人気

JETROの調査５によると、シンガポールには１，２００店舗以上の日本食レストランがあるとされて

います。一風堂、吉野家、大戸屋、スシロー、モスバーガーといった日本でも有名なチェーン店

だけでなく、個人経営の日本食レストランも数多く存在し、シンガポール人にとって日本食は身

近な存在です。また、日本産食品には、安心・安全といったイメージを抱く方が多いというのも

特徴です。シンガポールのスーパーには、ホタテやサーモンが必ずといってよいほど陳列されて

います。シンガポール赴任後筆者が特に驚いたのは、スーパーにおいて寿司ネタが全てサーモン

４観光庁 訪日外国人消費動向調査（２０１９年）
５JETRO 農林水産物・食品 国別マーケティング基礎情報「シンガポール」（２０２２年７月）

ｏ．３２２（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０１９～０２５　アジアニュース  2023.06.15 09.08.13  Page 21 



アジアニュース

― ２２ ―ほくよう調査レポート ２０２３年７月号

図表３ シンガポール・ドル＝日本円の為替レート推移

出所：毎年６月第一週の為替レートをもとに筆者作成

で構成された寿司セットが販売されていることです。こうしたことからも、海鮮をはじめ、日本

食は非常に人気のジャンルであることが分かります。

④ 円安の進行

執筆時点でのシンガポール・ドル＝日本円の為替レートは１０３円台と、５年前と比較して２０～

２５％程度円安が進行しています（図表３）。少なくとも３年ほど日本旅行ができなかった間に円

安が進行したため、久々に日本旅行をした際、割安感を覚えるシンガポール人は少なくなく、化

粧品、菓子類、医薬品、衣類、電化製品を中心に、日本で買い物をする傾向にあります。また、

シンガポールの物価は年々上昇しており、２０２２年のコア・インフレ率は５．５％と高止まりしてい

る状況です。近年、日本国内でも物価上昇を感じる場面が多いと思いますが、２０２２年１２月時点の

日本のコア・インフレ率は４．０％であることから、日本以上に物価上昇が進んでいるといえま

す。そうした背景も重なり、日本で買い物を楽しむシンガポール人が多いと考えられます。

⑤ 都道府県毎に異なる気候・文化・食事

シンガポールは非常に狭い国家であることから、日本でいう「ご当地」といった概念はありま

せん。東京は洗練された都市、沖縄は日本を代表するリゾート地、京都は日本の歴史を感じるこ

とができる場所、北海道は豊かな自然・美味しい食べ物の宝庫……といったように、有名な都道

府県は、それぞれ異なるイメージを抱かれています。例えば、前回は東京中心に関東近郊を旅し

たが、次回は降雪シーズンにあわせて北海道を旅行するといったように、時期や訪問先を変えて

複数回日本旅行を楽しむ傾向にあることも大きな特徴です。聞き取りに基づく記載が中心となり

ましたが、以上が旅行先として多くのシンガポール人に日本が選ばれている理由です。

�旅行先としての北海道
続いて、旅行先として北海道はどの程度人気を集めているのかをご紹介します。図表４は、コ

ロナ禍前の２０１９年時点において、訪日シンガポール人観光客が実際に訪れた都道府県を訪問率で

順位付けしたものです。結論から記載すると、北海道は都道府県別第５位にランクインしていま

す。上位３都府県については、それぞれシンガポールとの直行便が就航している国際空港を抱え
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順位 都道府県 訪問率

１位 東京都 ５４％

２位 大阪府 ４０％

３位 千葉県 ３７％

４位 京都府 ２９％

５位 北海道 １５％

順位 観光地 得票率

１位 北海道 ４６％

２位 富士山 ３７％

３位 大阪 ３６％

４位 東京 ３５％

５位 京都 ３０％

図表４ 都道府県別訪問率
（観光・レジャー目的）

図表５ 日本の観光地訪問意向

出所：観光庁 訪日外国人消費動向調査（２０１９年） 出所：日本政策投資銀行・日本交通公社「DBJ・JTBF
アジア・欧米豪 訪日外国人旅行者の意向調査
２０２２年度版」をもとに筆者作成

ていることから、必然的に訪問率は高くなると考えられます。一方北海道については、通年の定

期直行便は本稿執筆時点で運航されていないこと（２０２２年度は冬期のみScoot社が新千歳空港と

の直行便を運航）や、本州と陸続きではないという地理的ディスアドバンテージを考慮すると、

大健闘しているといえます。

図表５は新型コロナウイルス感染症の影響が徐々に落ち着き、世界的にインバウンド観光が再

開しつつある２０２２年に実施された調査結果です。シンガポール人が日本の観光地への訪問意向を

複数回答で答えたもので、訪れたい観光地の１位に北海道が選ばれています。

また、シンガポールをはじめとした

ASEAN各国で実施されている旅行博

では、北海道ブースが特に人気を集め

ています。写真１は、２０２３年３月にマ

レーシアで実施されたMATTA Fair

２０２３（マレーシア最大級の旅行博）に

おける、北海道（当事務所）ブース前

にできた行列の様子で、その列は日本

エリアの中でもとりわけ長いものでし

た。日々こうしたことから旅行先とし

ての北海道の人気の高さを目にするこ

とができ、北海道が秘めるポテンシャ

ルは非常に高いと実感しています。

写真１ MATTA Fairの様子

（著者撮影）
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北海道の豊かな自然の中で、セルフドライブをしたい。

スープカレーやジンギスカンなど、こちらではあまり食べることができないグルメを味わいたい。

北海道といえばやはりシーフード。特にホタテやウニが好き。

さっぽろ雪まつりに一生に一度は行ってみたい。とにかく雪に触れてみたい。

札幌や函館には行ったことがあるが、あまり有名ではない地域にも行ってみたい。

北海道への直行便が通年運航されたら、北海道旅行に行く回数は今より増えると思う。

北海道に限った話ではないが、ハラル対応のレストランが増えてくれると嬉しい。

東京から新幹線で函館に行く計画がある。札幌までの延伸を心待ちにしている。

図表６ 来場者の主な声

Ｑ１ アフターコロナで訪れてみたい

北海道の地域は？（複数回答）

順 位 地 域 得 票 率

１位 留 萌 ８５．４％

２位 札 幌 ７４．２％

３位 函 館 ６６．３％

３位 小 樽 ６６．３％

５位 釧 路 ５６．２％

Ｑ２ 北海道旅行の目的は？（複数回答）

順 位 項 目 得 票 率

１位 グルメを楽しむ ８９．９％

２位 アクティビティを体験する ７９．８％

３位 温泉に入る ７０．８％

図表７ バーチャルツアー視聴者アンケート結果

出所：当事務所によるアンケート（回答者数８９名）

ご参考までに、当事務所が参加したMATTA Fair２０２３や、NATAS Fair２０２２をはじめとした旅

行博で、来場者から寄せられた主な声をご紹介します（図表６）。

また、当事務所では、２０２０年度から新型コロナウイルス感染症の流行に対する新たな取組とし

て、北海道へのバーチャルツアー（当事務所Facebookページにて）をこれまで３度実施いたしま

した。少々古いデータではございますが、２０２１年８月に実施した留萌から中継を行ったバーチャ

ルツアー視聴者に対するアンケート結果をご紹介します（図表７）。

留萌をテーマにしたバーチャルツアーで実施したアンケートということもあり、視聴者の８割

以上が留萌を訪れてみたいと回答しました。その他札幌、函館、小樽といった人気観光地が続き

ますが、外国人観光客の訪問数が比較的少ない釧路が５位にランクインするなど、幅広い地域に

興味が及んでいることが分かります。

アンケート回答者の９割弱が北海道のグルメを楽しむことが目的と回答しました。前項でも記

載した通り、海鮮をはじめ、乳製品、肉類、青果物、スイーツといった様々なジャンルの食べ物
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を味わいたいといった声が数多く寄せられました。また、川下りや雪遊び・釣りといったアク

ティビティ、定山渓・登別・支笏湖・洞爺湖をはじめとする温泉を楽しみにしている方も少なく

ありません。

北海道は、シンガポールとの直行便が通年運航されていないながらも、海鮮をはじめとしたグ

ルメや豊かな自然、雪といったコンテンツにより、日本国内でもトップクラスの人気旅行先とし

て広く認知されているとともに、今後もさらなる訪問者数の増加が期待されます。

おわりに

本稿では、シンガポールにおける観光動向及び「旅行先としての日本」の立ち位置について、

非常に雑駁ではございますがご紹介いたしました。新型コロナウイルス感染症の影響が徐々に軽

減されていくなか、日本・北海道の人気については、引き続き高い水準で推移していくと考えま

す。インバウンドが増加（回復）することにより、本稿をご高覧いただいた皆様にとって、より

良い環境が訪れることを切に願っております。

最後に、筆者の派遣先である北海道ASEAN事務所は、北海道へのインバウンド誘致、北海道

産品の販路拡大、対北海道への投資促進等を主なミッションとして活動をしております。シンガ

ポール・ASEANに関するご相談がございましたら、どうぞお気軽に北洋銀行営業店・国際部ま

でお問い合わせください。
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年月

鉱工業指数

生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

２０１５年＝１００

季調値

前 期 比

（％）

２０１５年＝１００

季調値

前 期 比

（％）

２０１５年＝１００

季調値

前 期 比

（％）

２０１５年＝１００

季調値

前 期 比

（％）

２０１５年＝１００

季調値

前 期 比

（％）

２０１５年＝１００

季調値

前 期 比

（％）

２０１９年度 ９２．６ △５．７ ９９．９ △３．８ ９２．１ △６．２ ９８．９ △３．６ １０８．８ ７．５ １０１．７ ２．８

２０２０年度 ８３．３ △１０．０ ９０．３ △９．６ ８３．３ △９．６ ８９．２ △９．８ ８５．４ △２１．５ ９１．５ △１０．０

２０２１年度 ８８．６ ６．４ ９５．５ ５．８ ８９．５ ７．４ ９３．３ ４．６ ８７．８ ２．８ ９７．７ ６．８

２０２２年度 r ８５．０ △４．１ ９５．３ △０．２ r ８５．３ △４．７ ９３．３ ０．０ r ８５．４ △２．７ １００．５ ２．９

２０２２年１～３月 ８８．８ ２．９ ９５．７ ０．８ ８８．４ １．８ ９２．９ ０．５ ９１．１ ２．２ １００．９ １．０

４～６月 ８７．５ △１．５ ９３．１ △２．７ ８９．２ ０．９ ９２．０ △１．０ ８８．３ △３．１ ９９．６ △１．３

７～９月 ８６．０ △１．７ ９８．５ ５．８ ８５．５ △４．１ ９５．８ ４．１ ８６．８ △１．７ １０３．８ ４．２

１０～１２月 ８４．１ △２．２ ９５．５ △３．０ ８４．４ △１．３ ９３．２ △２．７ ８７．６ ０．９ １０３．２ △０．６

２０２３年１～３月 r ８２．８ △１．５ ９３．８ △１．８ r ８２．４ △２．４ ９１．８ △１．５ r ８８．６ １．１ １０３．７ ０．５

２０２２年 ４月 ９０．８ ０．１ ９５．１ △１．５ ９２．３ ３．８ ９３．０ △０．３ ９１．５ ０．４ ９８．６ △２．３

５月 ８６．６ △４．６ ８８．０ △７．５ ８９．４ △３．１ ８９．２ △４．１ ８８．９ △２．８ ９７．７ △０．９

６月 ８５．１ △１．７ ９６．１ ９．２ ８６．０ △３．８ ９３．７ ５．０ ８８．３ △０．７ ９９．６ １．９

７月 ８６．１ １．２ ９６．９ ０．８ ８４．６ △１．６ ９４．８ １．２ ８７．０ △１．５ １００．２ ０．６

８月 ８６．３ ０．２ １００．２ ３．４ ８５．７ １．３ ９７．５ ２．８ ８６．７ △０．３ １００．９ ０．７

９月 ８５．６ △０．８ ９８．５ △１．７ ８６．３ ０．７ ９５．１ △２．５ ８６．８ ０．１ １０３．８ ２．９

１０月 ８６．９ １．５ ９５．３ △３．２ ８８．２ ２．２ ９３．５ △１．７ ８６．８ ０．０ １０３．３ △０．５

１１月 ８３．２ △４．３ ９５．５ ０．２ ８２．６ △６．３ ９３．４ △０．１ ８８．０ １．４ １０３．６ ０．３

１２月 ８２．１ △１．３ ９５．８ ０．３ ８２．４ △０．２ ９２．６ △０．９ ８７．６ △０．５ １０３．２ △０．４

２０２３年 １月 ８１．９ △０．２ ９０．７ △５．３ ８３．０ ０．７ ８９．２ △３．７ ８９．４ ２．１ １０２．２ △１．０

２月 ８２．７ １．０ ９４．９ ４．６ ８２．０ △１．２ ９２．７ ３．９ ８７．７ △１．９ １０３．５ １．３

３月 r ８３．７ １．２ ９５．９ １．１ r ８２．３ ０．４ ９３．４ ０．８ r ８８．６ １．０ １０３．７ ０．２

４月

p８３．３ △０．５ ９５．５ △０．４

p８５．０ ３．３ ９３．０ △０．４

p８９．１ ０．６ １０４．０ ０．３

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。

■「

p

」は速報値、「r」は修正値。

年月

百貨店・スーパー販売額

百貨店・スーパー計

百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円

前 年 同

月比（％）

億円

前 年 同

月比（％）

百万円

前 年 同

月比（％）

億円

前 年 同

月比（％）

百万円

前 年 同

月比（％）

億円

前 年 同

月比（％）

２０１９年度 ９５６，６０６△１．４ １９３，４５７△１．６ １８６，２９０ △７．１ ６０，４２５ △５．６ ７７０，３１７ ０．１ １３３，０３２ ０．２

２０２０年度 ９７０，２４１△３．４ １９６，２９７△５．１ １３５，１５２ △２７．５ ４５，６１２ △２４．５ ８３５，０８９ ２．０ １５０，６８５ ２．９

２０２１年度 ９７８，０４１ ０．８ １９９，９７８ １．９ １４４，７６３ ７．１ ４９，６８３ ８．９ ８３３，２７７ △０．２ １５０，２９５ △０．３
２０２２年度 １，０１６，２５５ ３．９ ２０８，９１８ ４．５ １７１，６９７ １８．６ ５６，７３８ １４．２ ８４４，５５８ １．４ １５２，１８０ １．３

２０２２年１～３月 ２３８，４８８ ０．６ ４８，８５６ １．９ ３５，４９３ △１．２ １２，３８９ ５．６ ２０２，９９５ ０．９ ３６，４６６ ０．７

４～６月 ２４２，２４９ ３．５ ４９，７８７ ５．１ ３７，９２１ ２９．０ １３，０５８ ２５．３ ２０４，３２８ △０．２ ３６，７２９ △０．６
７～９月 ２４６，６３４ ２．９ ５０，７７８ ４．１ ３９，７４１ ２１．３ １２，９３９ １６．６ ２０６，８９３ ０．０ ３７，８３９ ０．４

１０～１２月 ２７６，１８５ ３．９ ５７，１８２ ４．０ ５０，７０２ ７．６ １６，６８３ ５．８ ２２５，４８３ ３．１ ４０，４９９ ３．３

２０２３年１～３月 ２５１，１８８ ５．３ ５１，１７０ ４．７ ４３，３３４ ２２．１ １４，０５７ １３．５ ２０７，８５４ ２．４ ３７，１１３ １．８

２０２２年 ４月 ７９，９８２ ２．６ １６，２４３ ４．６ １２，２１４ １３．１ ４，１８１ １８．２ ６７，７６８ ０．９ １２，０６２ ０．６

５月 ８１，６５８ ６．４ １６，８０９ ９．１ １２，７２４ ５７．４ ４，３０１ ５５．３ ６８，９３４ ０．４ １２，５０９ △１．１
６月 ８０，６０９ １．５ １６，７３５ １．９ １２，９８２ ２３．６ ４，５７７ １１．２ ６７，６２７ △１．９ １２，１５８ △１．２
７月 ８４，６９０ ３．１ １７，７０４ ３．３ １４，２４１ １７．８ ４，８５４ ８．９ ７０，４４９ ０．６ １２，８５０ １．３

８月 ８２，２６４ １．７ １６，７７６ ４．３ １２，１３６ ２４．２ ３，８６９ ２４．７ ７０，１２７ △１．４ １２，９０７ △０．５
９月 ７９，６８０ ４．１ １６，２９９ ４．７ １３，３６４ ２２．６ ４，２１７ １９．１ ６６，３１６ １．０ １２，０８３ ０．５

１０月 ８３，２６２ ３．７ １７，３２６ ４．９ １４，５９９ ９．３ ４，７３０ １０．９ ６８，６６３ ２．６ １２，５９５ ２．８

１１月 ８４，２４８ ２．８ １７，５９０ ３．０ １４，８６９ ４．０ ５，１７７ ４．１ ６９，３７９ ２．５ １２，４１３ ２．６

１２月 １０８，６７４ ４．９ ２２，２６６ ４．１ ２１，２３３ ９．１ ６，７７６ ３．７ ８７，４４１ ３．９ １５，４９０ ４．２

２０２３年 １月 ８７，３４１ ７．６ １７，６８１ ５．５ １５，０２３ ２５．０ ４，７６４ １４．４ ７２，３１８ ４．６ １２，９１６ ２．５

２月 ７８，２８３ ６．０ １５，８２０ ５．２ １２，７２９ ３３．４ ４，１７６ １８．８ ６５，５５４ １．９ １１，６４４ １．１

３月 ８５，５６４ ２．５ １７，６６９ ３．６ １５，５８１ １１．９ ５，１１７ ８．６ ６９，９８２ ０．６ １２，５５３ １．７

４月 ８３，２６５ ４．１ １７，０９５ ５．２ １２，９９４ ６．４ ４，４９８ ７．６ ７０，２７１ ３．７ １２，５９８ ４．４

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■百貨店・スーパー販売額の前年同月比は全店ベースによる。

■２０２０年３月に対象事業所の見直しを行ったため、これに関わる前年（度、同期、同月）比増減率は、ギャップを調整するリンク

係数で処理した数値で計算している。

主要経済指標（１）

― ２６ ―ほくよう調査レポート ２０２３年７月号

ｏ．３２２（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０２６～０２９　主要経済指標  2023.06.20 14.37.01  Page 26 



年月

専門量販店販売額

家電大型専門店 ドラッグストア ホームセンター

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円

前 年 同

月比（％）

億円

前 年 同

月比（％）

百万円

前 年 同

月比（％）

億円

前 年 同

月比（％）

百万円

前 年 同

月比（％）

億円

前 年 同

月比（％）

２０１９年度 １４９，０７０ ２．８ ４５，２１１ ２．２ ２８３，４９０ ６．６ ７０，０９６ ７．１ １３３，４０９ △０．４ ３３，０１０ ０．７

２０２０年度 １５５，９６１ ４．６ ４９，１７２ ８．４ ２８１，６９０ △０．６ ７２，３４２ ３．２ １４０，４４９ ５．３ ３５，２１１ ６．７

２０２１年度 １５１，４６８△２．９ ４６，７５７△４．９ ２８２，２７４ ０．２ ７３，９２２ ２．２ １３８，４３７ △１．４ ３３，６８３ △４．３
２０２２年度 １４８，４８４△２．０ ４６，６６５△０．２ ２９３，３６４ ３．９ ７８，２０６ ５．８ １３８，１８６ △０．２ ３３，３９５ △０．９

２０２２年１～３月 ３８，８７９△２．１ １２，１１５△０．９ ６８，７１８ ２．１ １８，２０２ ４．９ ２５，８２４ △４．４ ７，４２２ △２．９
４～６月 ３６，５３４ ５．２ １１，１３８△０．１ ７１，１７４ ０．９ １８，８４６ ２．７ ３９，９９２ △１．０ ８，８９７ △２．１
７～９月 ３５，８９３△９．１ １１，６４１△０．３ ７５，１５３ ２．５ １９，９０６ ５．９ ３４，３８８ △３．４ ８，１８６ △２．１
１０～１２月 ３７，４６９△２．４ １１，９５０ １．１ ７４，０９６ ６．３ ２０，１３３ ８．４ ３７，６１９ ２．８ ８，９１５ １．２

２０２３年１～３月 ３８，５８８△０．７ １１，９３６△１．５ ７２，９４１ ６．１ １９，３２１ ６．１ ２６，１８７ １．４ ７，３９７ △０．３
２０２２年 ４月 １２，５６２ ８．８ ３，５５５ ０．７ ２３，９４３ ２．２ ６，１８９ ３．１ １３，４３２ ４．８ ２，９８６ △１．５

５月 １２，３１３ ６．９ ３，６８１△３．９ ２３，３１８ ２．８ ６，２８４ １．７ １４，４７８ ０．０ ３，１０１ △３．９
６月 １１，６５９△０．２ ３，９０２ ２．８ ２３，９１３ △２．１ ６，３７３ ３．３ １２，０８２ △７．８ ２，８１０ △０．７
７月 １２，９０４△１２．３ ４，２５０△３．９ ２４，５７８ ２．３ ６，７６４ ６．８ １２，４８７ △５．２ ２，８７４ △２．２
８月 １０，９４８△１３．６ ３，６１４△２．３ ２５，８３４ ２．８ ６，７７４ ５．３ １１，３７３ △２．０ ２，７４２ △１．１
９月 １２，０４１△０．４ ３，７７７ ６．４ ２４，７４１ ２．５ ６，３６９ ５．６ １０，５２８ △２．８ ２，５６９ △３．２
１０月 １１，６６８△１．２ ３，５１６ ０．１ ２３，８４５ ４．１ ６，４４６ ６．０ １１，８８７ ２．７ ２，８４６ １．７

１１月 １１，３７６△３．９ ３，５８９ ０．３ ２４，７０７ ７．４ ６，３７３ ７．９ １１，１８２ △０．１ ２，６７３ △１．３
１２月 １４，４２５△２．０ ４，８４５ ２．５ ２５，５４４ ７．２ ７，３１４ １１．１ １４，５５０ ５．３ ３，３９６ ２．９

２０２３年 １月 １３，４２４ ５．２ ４，１８４△０．３ ２６，３３８ １０．２ ６，４８２ ５．０ ８，９４５ △１．２ ２，４６９ △１．４
２月 １０，６９１ ４．５ ３，４６７ １．３ ２３，９５５ ２．１ ６，１２６ ５．６ ７，３６３ ０．０ ２，２４８ ０．１

３月 １４，４７３△８．９ ４，２８５△４．６ ２２，６４８ ６．１ ６，７１３ ７．８ ９，８７９ ５．０ ２，６８０ ０．３

４月 １０，５８２△１５．８ ３，４１６△３．９ ２５，２７０ ５．５ ６，７４４ ９．０ １２，４６５ △７．２ ２，９９７ ０．４

資料 経済産業省、北海道経済産業局

年月

コンビニエンスストア販売額 消費支出（二人以上の世帯） 来道者数 外国人入国者数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 北海道

百万円

前 年 同

月比（％）

億円

前 年 同

月比（％）

円

前 年 同

月比（％）

円

前 年 同

月比（％）

千人

前 年 同

月比（％）

千人

前 年 同

月比（％）

２０１９年度 ５８２，４１４ １．６ １２１，７４８ １．０ ２７２，９７６ ７．０ ２９１，２３５ ０．８ １３，２６７ △２．１ １，５８４ △１５．９
２０２０年度 ５６２，６６４△３．４ １１５，６００△５．０ ２６４，５９０ △３．１ ２７６，１６７ △５．２ ４，６０１ △６５．３ ０ △１００．０
２０２１年度 ５７３，７９２ ２．０ １１８，０４３ ２．４ ２６３，７３３ △０．３ ２８０，９３５ １．７ ６，３７６ ３８．６ ０ △５７．１
２０２２年度 ６０５，７８５ ５．６ １２３，５３０ ４．６ ２８４，２８８ ７．８ ２９３，６７１ ４．５ １１，３６０ ７８．２ ４５８７６４０３６６．７

２０２２年１～３月 １３６，１６９ ３．４ ２８，２１８ １．８ ２７１，３８４ ７．２ ２８４，３１６ ２．８ １，５６５ ６６．８ ０ △１００．０
４～６月 １４６，１２５ ４．６ ３０，０９３ ３．５ ２６５，１８２ △０．３ ２８９，６９４ ３．２ ２，３１４ １２１．６ ０ －

７～９月 １５９，７４０ ３．９ ３１，７７０ ３．７ ２６８，３７４ ９．６ ２８５，４２９ ７．１ ３，３１３ １０３．８ ４６８１３３．３
１０～１２月 １５４，６６９ ７．３ ３１，９１６ ６．０ ３１９，６７２ １７．２ ３０４，０２２ ４．１ ２，９４５ ３７．６ １３０ －

２０２３年１～３月 １４５，２５１ ６．７ ２９，７５１ ５．４ ２８３，９２６ ４．６ ２９５，５３９ ３．９ ２，７８８ ７８．２ ３２４ －

２０２２年 ４月 ４７，３００ ３．９ ９，８７３ ２．７ ２８２，４５７ ３．８ ３０４，５１０ １．２ ６４８ ５８．９ ０ －

５月 ４９，０９３ ５．５ １０，０７８ ３．５ ２５８，８３６ △４．４ ２８７，６８７ ２．４ ７８５ １４７．９ ０ －

６月 ４９，７３２ ４．３ １０，１４１ ４．２ ２５４，２５２ △０．４ ２７６，８８５ ６．４ ８８１ １７５．６ ０ －

７月 ５４，５１１ ３．７ １０，８４４ ３．４ ２６０，２４７ １．７ ２８５，３１３ ６．６ １，０５４ ８６．４ １４６７００．０
８月 ５３，９９８ ５．３ １０，７２０ ５．２ ２７９，４０２ １５．９ ２８９，９７４ ８．８ １，２０５ ９７．４ ２ －

９月 ５１，２３１ ２．８ １０，２０６ ２．３ ２６５，４７３ １１．６ ２８０，９９９ ５．９ １，０５３ １３４．１ ０１４８３３．３
１０月 ５１，４７８ ８．３ １０，５７７ ６．５ ２９５，２４５ ２２．４ ２９８，００６ ５．７ １，０４４ ６４．７ ２ －

１１月 ４９，０６９ ７．４ １０，３２４ ７．９ ３２６，４４４ ２１．９ ２８５，９４７ ３．２ ９１８ ３３．０ ２３ －

１２月 ５４，１２２ ６．２ １１，０１４ ３．９ ３３７，３２７ ９．１ ３２８，１１４ ３．４ ９８３ ２０．４ １０５ －

２０２３年 １月 ４８，７８２ ５．７ ９，９２４ ４．１ ２７３，００６ ０．５ ３０１，６４６ ４．８ ８１６ ４８．９ １２４ －

２月 ４５，７９８ ７．５ ９，２６５ ６．２ ２７５，９０３ ５．１ ２７２，２１４ ５．６ ９１５ １４１．９ １１８ －

３月 ５０，６７１ ６．８ １０，５６２ ６．０ ３０２，８６９ ８．２ ３１２，７５８ １．８ １，０５８ ６５．５ ８２ －

４月 ４９，８０２ ５．３ １０，３９５ ５．３ ２８４，５０４ ０．７ ３０３，０７６ △０．５ ９３７ ４４．７

p ５８５８３９６００．０

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 �北海道観光振興機構 法務省

■コンビニエンスストア販売額の前年同月比は全店

ベースによる。

■年度及び四半期の数値は月平均値。 ■「

p

」は速報値。

主要経済指標（２）

― ２７ ― ほくよう調査レポート ２０２３年７月号

ｏ．３２２（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０２６～０２９　主要経済指標  2023.06.20 14.37.01  Page 27 



年月

新設住宅着工戸数 民間非居住用建築物着工床面積 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸

前 年 同

月比（％）

百 戸

前 年 同

月比（％）

千㎡

前 年 同

月比（％）

千㎡

前 年 同

月比（％）

億 円

前 年 同

月比（％）

２０１９年度 ３２，４８６ △９．２ ８，８３７ △７．３ １，７５６ △６．０ ４３，０１９ △６．６ １０４，０３６ △０．３

２０２０年度 ３１，７７２ △２．２ ８，１２２ △８．１ １，８５２ ５．５ ４０，０３０ △６．９ ９４，８７０ △８．８

２０２１年度 ３２，０９１ １．０ ８，６５９ ６．６ １，７３２ △６．５ ４３，７３８ ９．３ １０３，７３２ ９．３

２０２２年度 ２９，５７６ △７．８ ８，６０５ △０．６ １，３８４ △２０．１ ４３，２７９ △１．０ １０７，９３７ ４．１

２０２２年１～３月 ４，９７６ △１３．７ ２，００４ ４．９ ３３９ ３．０ ９，７０３ △１．４ ２８，５２８ ６．１

４～６月 ８，９９５ △８．９ ２，１８０ △１．４ ４９６ △２４．０ １２，７４７ ９．１ ２６，８５４ １０．８

７～９月 ８，７８２ △４．２ ２，２４６ △０．０ ３９３ ０．６ １１，６２７ ２１．４ ２７，３０２ ７．９

１０～１２月 ７，０５１ △１２．６ ２，１６２ △１．６ ２４７ △２９．３ ９，５５９ △２５．２ ２４，７３５ △３．６

２０２３年１～３月 ４，７４８ △４．６ ２，０１７ ０．６ ２４８ △２６．９ ９，３４６ △３．７ ２９，０４７ １．８

２０２２年 ４月 ３，２３３ △６．８ ７６２ ２．２ １４０ ４１．３ ４，５０２ ２２．２ ９，２９０ １９．０

５月 ２，５３９ △１８．３ ６７２ △４．３ １１８ △４３．２ ３，７０６ △７．０ ７，６８９ ７．４

６月 ３，２２３ △２．４ ７４６ △２．２ ２３８ △３１．１ ４，５３９ １３．１ ９，８７５ ６．５

７月 ３，１０３ ７．４ ７３０ △５．４ １５５ １３．７ ４，６３７ ３２．６ ８，６５６ １２．８

８月 ３，１８０ ６．１ ７７７ ４．６ １０２ △２５．２ ３，７００ ３３．５ ８，０４５ ９．７

９月 ２，４９９ △２３．９ ７３９ １．０ １３６ １５．４ ３，２９０ △０．５ １０，６０１ ２．９

１０月 ２，６５７ △１２．７ ７６６ △１．８ １０６ △３４．４ ３，２３８ △３３．９ ７，７４５ ０．４

１１月 ２，４０７ △１７．９ ７２４ △１．４ ８８ ５．１ ３，１６３ △７．３ ７，７７０ △３．７

１２月 １，９８７ △５．０ ６７２ △１．７ ５４ △４８．９ ３，１５８ △２９．３ ９，２２１ △６．６

２０２３年 １月 １，０３３ △７．４ ６３６ ６．６ ７８ ６６．２ ３，５９０ ２２．２ ７，４３８ ４．５

２月 １，２２４ △１０．５ ６４４ △０．３ ６８ △４８．０ ３，２１６ △７．０ ７，８０８ ９．８

３月 ２，４９１ △０．０ ７３７ △３．２ １０１ △３６．９ ２，５４０ △２３．２ １３，８０１ △３．５

４月 ３，０９９ △４．１ ６７３ △１１．７ ２１７ ５５．６ ４，３４８ △３．４ ８，７４１ △５．９

資料 国土交通省 国土交通省 内閣府

■船舶・電力を除く民

需（原系列）。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国

合計 普・小・軽・計

普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）

２０１９年度 １７０，６０２ △４．４ ５８，９０７ △３．８ ５７，８３４ △４．９ ５３，８６１ △４．６ ４，１７３，１８６ △４．４

２０２０年度 １５４，３９１ △９．５ ５２，９６４ △１０．１ ４９，６７７ △１４．１ ５１，７５０ △３．９ ３，８５９，２５０ △７．５

２０２１年度 １３９，８６８ △９．４ ５２，３１０ △１．２ ４１，８１５ △１５．８ ４５，７４３ △１１．６ ３，４６７，５６１ △１０．１

２０２２年度 １５１，６３３ ８．４ ６０，１３８ １５．０ ４３，６２５ ４．３ ４７，８７０ ４．６ ３，６１３，７０５ ４．２

２０２２年１～３月 ３７，８５９ △１３．９ １４，１２２ △１１．３ １１，３７１ △１０．２ １２，３６６ △１９．８ ９８８，６８６ △１７．４

４～６月 ３３，８７０ △８．５ １２，２００ △８．８ １０，９３９ △１．０ １０，７３１ △１４．７ ７２４，２２５ △１４．４

７～９月 ３６，８４８ ５．４ １４，６０５ ８．４ １０，８９５ ３．２ １１，３４８ ３．９ ８４７，１８９ ２．１

１０～１２月 ３４，１２０ １３．６ １２，６６５ １１．７ ９，４８３ ７．３ １１，９７２ ２１．３ ８８８，１９７ １０．７

２０２３年１～３月 ４６，７９５ ２３．６ ２０，６６８ ４６．４ １２，３０８ ８．２ １３，８１９ １１．７ １，１５４，０９４ １６．７

２０２２年 ４月 １１，８５０ △６．９ ４，４９８ ４．０ ３，７７１ △９．２ ３，５８１ △１５．６ ２４４，２９２ △１５．３

５月 ９，３４６ △１８．１ ３，２８８ △１７．２ ２，９４０ △８．２ ３，１１８ △２６．３ ２１１，８５６ △１９．０

６月 １２，６７４ △１．６ ４，４１４ △１３．１ ４，２２８ １４．５ ４，０３２ △１．８ ２６８，０７７ △９．６

７月 １３，１３９ △４．７ ５，１５５ △１．１ ３，９７５ △１３．１ ４，００９ ０．０ ２８８，１４５ △６．９

８月 １０，２２４ △６．７ ４，０２１ △１．３ ３，１０９ △７．４ ３，０９４ △１２．３ ２３４，１４３ △１１．２

９月 １３，４８５ ３２．１ ５，４２９ ２９．６ ３，８１１ ４４．８ ４，２４５ ２５．４ ３２４，９０１ ２６．４

１０月 １２，０３３ ２９．５ ４，２８３ ２０．１ ３，６９３ ３６．７ ４，０５７ ３４．１ ２９５，８０９ ２８．３

１１月 １２，０４１ ９．０ ４，３１７ １１．４ ３，３５３ △０．４ ４，３７１ １４．９ ３０８，０５９ ５．６

１２月 １０，０４６ ３．５ ４，０６５ ４．３ ２，４３７ △１１．９ ３，５４４ １６．５ ２８４，３２９ １．５

２０２３年 １月 １１，５３３ １９．９ ４，９９９ ４０．７ ２，６１０ △１６．１ ３，９２４ ３２．８ ３１９，８７０ １７．４

２月 １３，２８６ ３２．４ ５，９４３ ７８．６ ３，４５４ １４．３ ３，８８９ ５．５ ３５６，２８１ ２２．９

３月 ２１，９７６ ２０．７ ９，７２６ ３４．３ ６，２４４ １９．２ ６，００６ ４．９ ４７７，９４３ １２．１

４月 １４，７６３ ２４．６ ６，７０８ ４９．１ ４，１９６ １１．３ ３，８５９ ７．８ ２８９，５２５ １８．５

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（３）

― ２８ ―ほくよう調査レポート ２０２３年７月号

ｏ．３２２（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０２６～０２９　主要経済指標  2023.06.22 10.22.52  Page 28 



年月

公共工事請負金額

有効求人倍率

新規求人数（常用） 完全失業率

（常用）

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円

前 年 同

月比（％）

億円

前 年 同

月比（％）

倍

原数値

人

前 年 同

月比（％）

人

前 年 同

月比（％）

％

原数値

２０１９年度 ９５６，２２７ １１．５ １５０，２５５ ６．８ １．１９ １．４１ ３２，０９１ △２．７ ８２７，４６７ △４．５ ２．５ ２．４

２０２０年度 ９８１，９５１ ２．７ １５３，６５８ ２．３ ０．９６ １．０１ ２７，７７５ △１３．４ ６５８，８３８ △２０．４ ３．１ ２．９

２０２１年度 ９６２，７１７ △２．０ １４０，５０３ △８．６ ０．９８ １．０５ ２９，６２３ ６．７ ７１８，７１９ ９．１ ３．１ ２．８

２０２２年度 ９０６，４９８ △５．８ １３９，９３７ △０．４ １．０９ １．１９ ３２，２４８ ８．９ ７８４，７４９ ９．２ ３．０ ２．６

２０２２年１～３月 １４８，９８９ １０．７ ２５，６０５ △８．５ １．０１ １．１４ ３１，４０７ ５．８ ７７４，７７３ ９．４ ３．１ ２．７

４～６月 ４９２，１７８ △６．２ ４９，２９６ △４．４ １．０１ １．０７ ３２，６７７ １３．３ ７６６，５５６ １３．２ ３．７ ２．７

７～９月 ２１４，０４０ △２．１ ３７，４７１ △１．８ １．１３ １．１７ ３３，１９０ １４．５ ７７７，６１３ １１．９ ３．１ ２．６

１０～１２月 ６５，４６１ △７．４ ２３，８０２ △５．４ １．１７ １．２７ ３１，３２８ ７．１ ７７９，００２ ７．０ ２．７ ２．４

２０２３年１～３月 １３４，８１８ △９．５ ２９，３６８ １４．７ １．０８ １．２６ ３１，７９４ １．２ ８１５，８２６ ５．３ ２．６ ２．６

２０２２年 ４月 １８４，７３４ △９．８ ２０，１０５ △４．０ １．００ １．０６ ３４，８１０ １３．５ ７７２，６９５ １１．９ ↑ ２．７

５月 １４４，１８６ △６．３ １２，６７２ △１０．３ １．００ １．０６ ２９，８５３ １４．３ ７２６，７４７ １６．６ ３．７ ２．８

６月 １６３，２５７ △１．６ １６，５１９ ０．１ １．０４ １．０９ ３３，３６９ １２．２ ８００，２２７ １１．５ ↓ ２．７

７月 １０２，６５０ ０．３ １２，９２４ △７．０ １．１０ １．１５ ３４，６４９ １５．８ ７７２，２４９ １１．９ ↑ ２．５

８月 ５９，８５５ △８．６ １１，５６２ △０．１ １．１２ １．１８ ３０，４１５ １４．２ ７５５，６９７ １３．９ ３．１ ２．６

９月 ５１，５３４ １．５ １２，９８５ ２．４ １．１６ １．２０ ３４，５０７ １３．６ ８０４，８９２ １０．１ ↓ ２．７

１０月 ３６，８５７ △０．２ １０，５５８ △１．９ １．１６ １．２３ ３５，０１７ ９．６ ８３１，６０３ ７．６ ↑ ２．６

１１月 １９，９２１ △７．６ ６，９６１ △７．６ １．１９ １．２７ ３０，２０１ ５．２ ７６７，６４１ ８．０ ２．７ ２．４

１２月 ８，６８２ △２８．８ ６，２８３ △８．４ １．１７ １．３１ ２８，７６６ ６．１ ７３７，７６２ ５．４ ↓ ２．３

２０２３年 １月 ５，７２６ △５０．７ ５，０８８ △２．３ １．１１ １．２９ ３１，４２４ ４．４ ８２１，９７３ ４．９ ↑ ２．４

２月 １０，０３１ △３８．７ ８，９７８ ５２．２ １．０８ １．２７ ３１，４０１ ３．４ ８２０，２７２ １０．５ ２．６ ２．５

３月 １１９，０６０ △１．６ １５，３０１ ５．５ １．０５ １．２２ ３２，５５８ △３．６ ８０５，２３４ ０．８ ↓ ２．８

４月 ２４７，２５２ ３３．８ ２０，４８０ １．９ ０．９７ １．１３ ３０，６３２ △１２．０ ７６１，７１６ △１．４ － ２．７

資料 北海道建設業信用保証㈱ほか２社

厚生労働省

北海道労働局

厚生労働省

北海道労働局

総務省

■年度及び四半期の

数値は月平均値。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。■年度の数値は四

半期の平均値。

年月

消費者物価指数（生鮮食品除く総合）

企業倒産件数

（負債総額１，０００万円以上）

円相場

（東京市場）

日経

平均

株価

北海道 全国 北海道 全国

２０２０年＝１００

前 年 同

月比（％）

２０２０年＝１００

前 年 同

月比（％）

件

前 年 同

月比（％）

件

前 年 同

月比（％）

円／ドル

円

月（期）末

２０１９年度 １００．５ ０．８ １００．３ ０．６ ２０７ △７．６ ８，６３１ ６．４ １０８．６８ １８，９１７

２０２０年度 ９９．８ △０．７ ９９．９ △０．４ １６６ △１９．８ ７，１６３ △１７．０ １０６．０４ ２９，１７９

２０２１年度 １００．２ ０．５ ９９．９ ０．１ １４４ △１３．３ ５，９８０ △１６．５ １１２．３６ ２７，８２１

２０２２年度 １０３．９ ３．６ １０３．０ ３．０ ２１４ ４８．６ ６，８８０ １５．１ １３５．４０ ２８，０４１

２０２２年１～３月 １０１．０ １．０ １００．５ ０．６ ４９ １１．４ １，５０４ △３．２ １１６．１８ ２７，８２１

４～６月 １０２．３ ２．９ １０１．６ ２．１ ５９ ７８．８ １，５５６ ４．４ １２９．５６ ２６，３９３

７～９月 １０３．５ ３．４ １０２．５ ２．７ ４０ ４２．９ １，５８５ ９．５ １３８．３４ ２５，９３７

１０～１２月 １０４．９ ４．４ １０３．８ ３．８ ５０ ４７．１ １，７８３ １５．９ １４１．４６ ２６，０９５

２０２３年１～３月 １０４．８ ３．８ １０４．０ ３．５ ６５ ３２．７ １，９５６ ３０．１ １３２．２４ ２８，０４１

２０２２年 ４月 １０２．１ ２．８ １０１．４ ２．１ １６ ３３．３ ４８６ １．９ １２６．０４ ２６，８４８

５月 １０２．３ ２．８ １０１．６ ２．１ ２２ １４４．４ ５２４ １１．０ １２８．７８ ２７，２８０

６月 １０２．５ ３．０ １０１．７ ２．２ ２１ ７５．０ ５４６ ０．９ １３３．８６ ２６，３９３

７月 １０３．０ ３．０ １０２．２ ２．４ ９ ０．０ ４９４ ３．８ １３６．６３ ２７，８０２

８月 １０３．４ ３．４ １０２．５ ２．８ １４ １３３．３ ４９２ ５．６ １３５．２４ ２８，０９２

９月 １０４．０ ３．８ １０２．９ ３．０ １７ ３０．８ ５９９ １８．６ １４３．１４ ２５，９３７

１０月 １０４．４ ４．０ １０３．４ ３．６ ２０ ６６．７ ５９６ １３．５ １４７．０１ ２７，５８７

１１月 １０５．２ ４．５ １０３．８ ３．７ １４ △６．７ ５８１ １３．９ １４２．４４ ２７，９６９

１２月 １０５．２ ４．５ １０４．１ ４．０ １６ １２８．６ ６０６ ２０．２ １３４．９３ ２６，０９５

２０２３年 １月 １０５．１ ４．７ １０４．３ ４．２ １４ ７５．０ ５７０ ２６．１ １３０．２０ ２７，３２７

２月 １０４．４ ３．５ １０３．６ ３．１ １８ ２８．６ ５７７ ２５．７ １３２．６８ ２７，４４６

３月 １０４．８ ３．２ １０４．１ ３．１ ３３ ２２．２ ８０９ ３６．４ １３３．８５ ２８，０４１

４月 １０５．６ ３．５ １０４．８ ３．４ １７ ６．３ ６１０ ２５．５ １３３．３３ ２８，８５６

資料 総務省 ㈱東京商工リサーチ 日本銀行 日本経済新聞社

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター

バンク中心相場の月中平均値。

主要経済指標（４）

― ２９ ― ほくよう調査レポート ２０２３年７月号

ｏ．３２２（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０２６～０２９　主要経済指標  2023.06.20 14.37.01  Page 29 
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●道内経済の動き

●トップに聞く㉓
株式会社北海道日本ハムファイターズ
代表取締役社長 小村 勝 氏

●寄稿
観光ガバナンスがなぜいま注目されるのか
～投資先・進出先・旅行先に選ばれる地域へ～

●アジアニュース
シンガポールのアウトバウンド動向及び
「旅行先としての日本」について
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